
要約：育成人事を基本とする日本企業では，「人材の活用」が女性活躍の第一の目的とな
り，性別や職種にかかわらず，すべての労働者がその職責を全うできることが女性活躍の
到達点となる。メンバーシップ型雇用からジョブ型雇用に移行することによって，企業は
役員・管理職・専門職の女性比率を速やかに引き上げることはできるだろうが，それと引
き換えに，企業は育成人事と査定制度を放棄することになる。日本企業では，労働契約で
職種や勤務地などが限定されないこと（契約の不完備性）から，すべての正社員に「いつ
でも，どこでも，何でもやる」という働き方が求められているとされる。しかし，実際に
は，これに加えて企業内に形成された私的秩序により「やり遂げる」ことが求められる。
すべての正社員に「やり遂げる」を求めることが，女性活躍推進，長時間労働解消などの
取組みの障壁となっている。
D&I は，時間や職務など働き方に制約はあるけれど，能力や価値観が他とは異なる労働

者を積極的に企業へ受け入れる取り組みにほかならない。したがって，D&I の意義は就業
形態の多様化を促すことにある。しかし，その実現には「いつでも，どこでも，何でも，
やり遂げる」という働き方をベースに成り立つ現在の事業体制の見直しが不可欠となる。
正社員の働き方を実質的に規律する私的秩序（組織規範）をどのように抑制するか－労働
契約の不完備性をどのように整備するか－が，D&I の労使関係的な意義であるとともに中
長期的な実務課題となる。
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6．D&I の意義

1．はじめに

女性活躍をテーマとして取り組むようになってからもう 7年近くになる。2015年に
関西経済連合会（以下，関経連とする）に女性の活躍推進に資する雇用システム検討
チームが立ち上がり，そこで関経連加盟企業の人事担当者および女性活躍推進担当者と
一緒に研究会を始めたことがそもそものきっかけである。当時，筆者は法学と労使関係
論の双方の視点から長時間労働問題へのアプローチを試みていたところ，労働時間の観
点から女性活躍推進に取り組めばよいという趣旨の説明とともに検討チームへの参加の
オファーを受けた。それまで女性労働について特に関心をもって取り組んでいたわけで
はなかったが，労働時間の切り口から考えるということと，女性活躍推進というテーマ
について人事担当者と協力して一つの成果をつくるという願ってもない機会だったこと
から，二つ返事で引き受けた。その研究成果は 2016年に「女性の活躍推進に資する雇
用システムの課題と対応策」として報告書に取りまとめられた。当時はまだ女性活躍推
進の議論が始まったばかりの頃で，一部の先進的企業を除けば多くの企業で両立支援制
度等が未整備の状況だったので，同報告書では両立支援・キャリア形支援制度と意識改
革を同時に進めることの重要性を指摘するにとどめた。
さらに 2019年には，女性活躍推進検討チーム（以下，検討チームとする）が立ち上
がり，メンバーの顔触れは変わったものの前回と同様の布陣で女性活躍にドライブをか
けるとして，前回よりも踏み込んだ議論を行ってきた。女性活躍が進まない要因を分析
するなかで，「正社員の働き方」と「育児期の女性の働き方」という対比が現れてきて，
そこからさらに「ダイバーシティ推進」へと展開した。2021年に取りまとめられた検
討チームの報告書が「D&I ガイドライン」と題されたのは，こうした経緯を経てのこ
とである。
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女性活躍推進からダイバーシティ＆インクルージョン（以下，D&I とする）に論点
が移ったことにより，正社員の働き方と女性，高齢者，外国人，障がい者等の働き方と
の対比という構図が見えてきた。そこから浮かび上がるのは，「いつでも，どこでも，
何でもやる」といわれる正社員の働き方を基本とする日本の雇用社会に，D&I（多様性
と包摂）はどのような変化をもたらしうるのか，またその実現に向けてどのような取り
組みが労使に迫られうるのかという労使関係論の問題関心である。そこで，これまでの
検討チームでの議論を学術的な面から整理したいという思いが強くなった。
社会におけるジェンダーギャップに関しては，性別役割分業やアンコンシャスバイア
スなど人びとの意識が大きく影響していると考えられるが，雇用領域において女性活躍
が進まない問題の本質やそれを克服する課題は，少なからず労使関係に内在していると
筆者は考える。本稿では，女性活躍をその一端とする D&I という取り組みが雇用関係
においてどのような意味をもつのかを，労使関係論および法学の観点から考えたい。

2．女活躍推進の目的と到達点

2-1．女性活躍の理念
男女平等は基本的人権として日本国憲法で保障されているが，労働基準法は働く女性
を保護することを目的として，女性の深夜業や坑内労働等を長らく罰則付きで禁止して
いた。女性保護規定は危険な業務や過酷な業務から女性を守ることを目的としていた
が，よくも悪くも取り扱いに差をつけることは差別となるので，女性保護規定が雇用に
おける男女差別につながっていたといえる。
しかし，雇用分野でも少しずつ男女平等への取り組みが進められるようになる。ま
ず，1960年代から女性の結婚退職制，若年定年制，男女別賃金管理をめぐって裁判例
が積み重ねられ，男女平等取り扱いが公序として形成されるようになった（1）。さらに，
女性の働く環境の改善を目的として 1972年に勤労婦人福祉法が制定されたのをはじめ
として，男女雇用機会均等法，育児・介護休業法，男女共同参画社会基本法，女性活躍
推進法等の法制度が順次整えられてきた。この動きに歩調をあわせて，1999年の労働
基準法改正により女性保護規定は撤廃されている（2）。これら一連の法制度によって形成
されてきた男女の人権尊重，家庭生活と職業生活等の両立，国際協調等という理念につ
いて，「女性活躍推進」というより積極的な姿勢で社会や企業にその早期実現が求めら
れるようになったことは周知のとおりである。
女性活躍推進という政策目標を実現するために，安倍政権は女性活躍を成長戦略（経
済政策）として明確に位置づけた。「男女共同参画会議基本問題・影響調査専門調査会
報告書」（2012）によると，「女性の潜在労働力（就業希望者）342万人が就労すれば，
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雇用者報酬総額が 7兆円程度（GDP の約 1.5％）増加する」との試算が示されており，
女性活躍推進は経済成長とともに税収及び社会保険料の確保をも睨んだ総合的な政策で
あることがわかる。政府にとっての女性活躍の目的には，「男女の人権保障」や「職業
生活と家庭生活の両立」という理念の実現と同時に「労働力確保による経済成長」が掲
げられ，後者の経済政策が理念実現の推進力となっている。

2-2．女性活躍の目的
2-2-1．労働者にとっての女性活躍の目的
企業には，株主，経営者，労働者，顧客，取引先，地域社会など多くのステークホル
ダーがおり，これらステークホルダー相互の取引関係によって各企業の運営体制や性格
が形作られることになる。なかでも大きな影響をもつのは経営者と労働者である（3）。仕
事を命じる側と仕事を命じられる側とでは，それぞれの立場で仕事に対する期待や要望
に具体的な違いが生じる。例えば，経営者の要望は労働者にできるだけ質の高い仕事を
してほしいという考えに集約されるだろうが，他方の労働者は個人によって仕事への期
待や要望が異なる。高い水準の目標設定や質の高い仕事を求められることを励みに思う
者もいれば，それを辛いと感じる者もいる。こうした期待や要望の違いを擦り合わせ
て，企業としての統一的なルールを形成するために賃金制度を含めた人事制度に工夫が
凝らされることになる。したがって，企業内の制度を整備するには，まず労使双方の具
体的な要望が明らかにされなければならない。
企業が女性活躍に取り組む場合，「男女の人権尊重」，「家庭生活と職業生活等の両立」
などの理念を，経営者と労働者がそれぞれの期待や要望をもとに具体的な目的に読み替
える必要がある。例えば，働く女性の中には，男性正社員と同じように働いて仕事中心
でキャリアを積んでいきたい者，家庭生活に重点を置きながら働きたい者もいるだろ
う。また，キャリアを積むといっても，管理職をめざす者ばかりではなく，専門職，技
能職として能力を高めたいと考える者もいる。
平成 30年版厚生労働白書では，役職に就いていない男女の社員のうち「管理職以上
に昇進したいとは思わない」者は 61.6％に上り，「管理職以上に昇進したい」は 38.9％
にとどまっている。昇進を望まない理由として，「責任が重くなる」が 71.3％で最も多
く，「業務量が増え，長時間労働になる」が 65.8％，「現在の職務内容で働き続けたい」
と「部下を管理・指導できる自信がない」が 57.7％と続いている。性別に関係なく，
管理職への昇進を希望する労働者の割合はそれほど多くない。また，2020年度の労働
力調査で非正規雇用を選択した理由を尋ねたところ，女性の回答は「正規の職員・従業
員の仕事がない」（8.6％）よりも，「自分の都合のよい時間に働きたいから」（31.5％），
「家計の補助・学費等を得たいから」（23.1％），「家事・育児・介護等と両立しやすいか
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ら」（16.9％）という回答が多数を占めている。非正規雇用を選択した女性の多くは，
多様な働き方を求めているとみられる。
これらの調査結果から，「家庭生活と職業生活の両立」のあり方は決して一様ではな
いことが窺われる。したがって，労働者にとっての女性活躍の目的は「個人の希望で働
き方（4）を選択することができる制度の整備」であるといえるだろう。
2-2-2．使用者にとっての女性活躍の目的
2-2-2-1. 2つの側面：社会の公器と営利法人
では，企業にとっての女性活躍の目的とは何だろうか。男女の人権尊重や家庭生活と
職業生活の両立，女性活躍推進という理念を企業が人事施策に反映させるとき，企業は
2つの側面－すなわち，社会の公器と営利法人という側面から検討することになる。ま
ず，社会の公器としての企業は，その社会的責任（CSR）として当然にこれら理念の実
現に努めなければならない。しかし，営利法人としての企業は，これらの理念を真摯に
受け止めつつも，あくまで事業計画を遂行するための人事制度としてその理念を具体化
しなければならない。そして，その人事制度が安定的に運用される体制が整えられなけ
ればならない。なぜなら，企業が本気で女性活躍推進を実現しようとすれば，女性活躍
は人事の課題であると同時に，女性をどのように活用して収益につなげるかという経営
の課題となるからである。人事の役割は事業計画を達成させるための人員体制の整備で
あるといえるから，その役割が全うされるためにも，女性活躍は経営戦略として明確に
位置づけられる必要がある。つまり，雇用領域で女性活躍推進の理念を実現させるに
は，女性活躍を経営上の必要性に合致した人事制度として整備しなければならないとい
うことである。そして，会社内で進められるさまざまな関連施策は，すべてこの目的か
ら演繹されることになる。その意味で，女性活躍の目的は，企業による取り組みの方向
性と原動力をあわせもつものとなる。
検討チームの議論では，女性活躍を経営戦略として位置づけることについては共通認
識が得られたが，女性活躍の具体的な目的－すなわち，企業は何のために女性活躍に取
り組むのか－としては「収益性向上」「生産性向上」，「多様化する市場ニーズへの対応」
「ダイバーシティ推進への第一歩」等さまざまな見解が示された。チームメンバー企業
が掲げる「女性活躍の目的」を確認したところ，「個人が生き生きと働いて多様な人財
が活かされることで，創造的なアイデアが生まれて，ビジネスが成長する」，「個人個人
の力を総合力にする」「ダイバーシティな組織によってイノベーティブな発想によって，
顧客ニーズや市場の変化を捉えながら新規事業を継続的に創出する」等と謳われている
ことから，これらさまざまな要素が女性活躍の目的に複合的に組み込まれていることが
分かる。経営戦略というフレーズからみると，収益性・生産性の向上という目的は確か
に親和的である。しかし，女性女活躍が進むことで本当に収益性や生産性が向上し，多
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様化する市場ニーズを的確に掴むことができて新規事業が創出されるのだろうか。
2-2-2-2．女性活躍と生産性の関係
女性活躍と収益性・生産性の関係性については白書等に記載が見られる。「2016年製
造基盤白書」（経済産業省）では「女性が働きやすい環境が整備されている企業では，
管理職を含め女性正社員が生産性を高め，利益率にプラスの影響を与える可能性があ
る」としている（5）。また，すべての女性が輝く社会づくり本部「女性活躍加速のための
重点方針 2018」（内閣府）は「女性活躍の場の拡大が，『生産性向上・経済成長の重要
な柱の一つ』であることは紛れもない事実である」としている。しかし，同重点方針
2020では，「企業における女性活躍推進を始めとしたダイバーシティ経営の推進」によ
って，「（テレワークを含む）多様で柔軟な働き方が生産性の向上につながる」とし
て（6），女性活躍と生産性との関係性についてやや後退させた表現に変えている。
先行研究では，正社員女性比率が高いほど企業の利益率が高まる傾向を確認したも
の（7），男女均等やファミリー・フレンドリーの度合いが高いほど一人当たりの経常利益
が高いことを確認したものもあるが（8），これに対して，女性比率と利益率は見かけ上の
相関であって，必ずしも女性を増やせば企業業績が上がるという因果関係を意味するも
のではなく，「企業固有の要因」こそが企業業績を高めるとする見解もある（9）。最後に
あげた見解によれば，企業固有の要因とは「経営者の意識・社風や人事・労務管理の仕
組み」であり，具体的には「男女勤続年数格差が小さい」「結婚・出産が理由で退職し
た女性を再雇用する制度がある」がそれにあたるとする。
結局のところ，女性のほかさまざまな価値観や能力をもつ多様な人材がその能力を遺
憾なく発揮することによって「収益性の向上」や「生産性の向上」が目指されるという
筋書きは書けるとしても，女性活躍の目的を直截に「収益性の向上」「生産性の向上」
と結びつけることには無理があるように思われる。また，「ダイバーシティ」は人材の
多様化であり，それによって生産性の向上・新規事業の創出を目指そうとするものであ
るから，「ダイバーシティ推進」を女性活躍の目的として設定するのは手段が目的化さ
れているように思われる。
2-2-2-3．中核となる目的
先に述べたように，企業は社会の公器と営利法人という 2つの側面をあわせもつの
で，女性活躍の目的を謳う場合にも，その両面の志向が交錯して一つのスローガンが打
ち立てられることになる。社会の公器としての企業は「女性活躍」の理念を全面に押し
出し，営利法人としての企業は経営戦略的な目的（企業成長，創造性の発揮，人材活用
など）によってその理念を支えることになる。したがって，これら複合的な女性活躍の
目的を含んだスローガンから，企業活動の中核となる目的を特定するには，女
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度の原点である雇用関係の実態から考える必要がある。
均等法の施行から約 35年，その目的が普及・定着することにより積極的に女性を採
用して活用する企業が増えている。ひと昔前までは，男女間の処遇格差は統計的差別に
よって説得的に説明されたが，雇用における男女格差は依然として存在するものの近年
では少し状況が変わってきている。統計的差別とは，女性は男性に比べて勤務年数が短
いという統計上の傾向が見られることから，企業は教育訓練費を回収できないと判断し

図表 1 女性活躍の目的

A 社

組織に多様な人材が存在し，それらの多様性を受け入れて活用すること，つまり多様な意見や経
験，価値観を引き出して学びや議論がおこることで，新しいものが生まれ，イノベーションにつな
がる女性活躍を含むジェンダーダイバーシティを多様化の一つを位置づけ，成長戦略と位置付けて
いる。

B 社

持続的成長・発展のためには，顧客ニーズや市場の変化を捉えながら，新規事業を継続的に創出し
ていくことが必要である。そのためには，新しいアイデアやイノベーティブな発想が生まれるダイ
バーシティな組織をつくり，一人ひとりの能力を最大限に発揮させることが必要不可欠となる。モ
ノカルチャーな組織（異論が出にくい，選択肢が狭い，固定観念や暗黙知が形成されている）より
も，様々な考えやアイデアが豊富に生まれる組織にすることで，更なる成長を遂げられる。経営目
標達成のための第一歩として女性社員が活躍するイメージを持てるよう，育成と風土改革を進め
る。

C 社 ダイバーシティの第一歩として女性活躍がある。人口減少に伴い労働力が減っていくことが確実な
ので，女性が男性同様同等に働く社会が当たり前の時代である。

D 社
女性活躍推進はダイバーシティ推進の原動力の一つとして位置づけ，取り組んでいる。女性がその
力を存分に発揮し活躍し続けられる環境を整えていくことは，社員一人ひとりがより活躍できる土
壌を育むことにもつながり，将来にわたる当社の成長，発展に向けた重要な取り組みである。

E 社
持続可能な社会への貢献。お客様の 8割，従業員の 7割が女性であり，女性の感性を引き出し，仕
事につなげていくことが重要な経営戦略。多様な価値観や生活背景を有する人材の能力が最大限に
発揮できる環境を整備することで，人と企業の双方の成長にながる。

F 社 多様な人材の会社への貢献度を高めることで業績向上につなげる。これからの価値観や生活スタイ
ルにふさわしい組織風土の醸成。従業員の仕事意識，就労意欲の向上，採用活動への好影響。

G 社 経営戦略として，多様性を活かすことで，企業に有益な効果をもたらすことを目的とする。

H 社 少子化の進展により労働力人口の減少を迎えている中，男性・60歳以下だけでは現状の生産活動
を維持できないことは明白。よって女性や高齢者の活躍は不可欠。

I 社

下記の 2つの視点よりマイノリティのなかのマジョリティである女性をターゲットとして活躍推進
に取り組む。〈マクロ的視点〉日本で勤務する労働人口が減少するトレンドにおいて，性別・年
齢・職歴・国籍等の多様なバックグラウンドを持つ社員一人ひとりが活躍しなければ企業の持続的
成長がない。〈ミクロ的視点〉お客様起点のイノベーションを生み出し，お客様価値の創造と持続
的成長を実現するためには，多様な人材一人ひとりが世の中の動きに敏感に対応し，オープンでス
ピーディーな連携によりお客様とつながり続けなければならない。そのためには性別・年齢・職
歴・国政等の多様なバックグラウンドを持つ社員がつながり，認め合い，活かしあうことが必要。

J 社

一般に「女性比率が高い企業」は利益率等，成績がよい傾向にあるが，それは単に女性比率が高い
ことが本当の理由ではなく，「女性が活躍できるような企業風土」にある。女性が活躍できる企業
風土が根付いてくれば，男性にとっても働きやすい職場が実現することになる。女性活躍は単に女
性だけの問題ではなく，将来を左右する問題であるという認識を職員全員が持ち，風土改革に向け
挑戦していく必要がある。

（出所）関西経済連合会女性活躍検討チーム資料に基づき筆者作成
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て女性社員に教育訓練を行わず，その結果として男女間で仕事の内容や昇進等に差が生
じて賃金等の処遇格差が生まれるという見解である（Phelps 1972）。
近年の変化は，女性が積極的に採用されるようになり，多くの女性社員が男性社員と
同じ教育訓練を受けて同等の業務に従事しているという点である。それが出産や育児，
介護などのライフステージを迎えると状況が一変する。育児・介護休業や短時間勤務制
度などを活用するのはもっぱら女性社員であり（10），これら女性社員は男性社員と同じ
働き方を続けることが困難になる。採用以後，性別に関係なく教育訓練が行われている
ので，企業は，これまで育成してきた女性社員に引き続きその能力を発揮させる方法を
何としても具体化しなければならない状況に置かれている。このことは，男女平等とい
う理念的な問題であると同時に，これまで育成してきた人材を引き続き効果的に活用す
ることができなくなるという経営上の問題でもある。
つまり，育成人事を基本とする日本企業では，適材配置によって生産性や収益性の向
上が目指され，市場ニーズの変化に対応できる体制が整えられることになるので，「人
材の活用」が中核となる目的だと考えられる。

2-3．女性の就業状況
「人材の活用」に向けた具体的な課題を探るために，わが国における女性の就業状況
について，ここで少し確認しておきたい。

①女性の就業状況 図表 2に示されるように，女性の労働力率は全年齢層で向上してお
り，いわゆる M 字カーブもかなり解消されている。M 字カーブは出産や育児期にあた
る 30歳代の就業率の落ち込みが主な原因だと指摘されるので，M 字カーブの解消は，

図表 2 女性の年齢階級別労働力率の推移

（出所）内閣府「男女共同参画白書令和 2年版」
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育児をしながら働く女性が増えたことを示していると考えられる。
②育児期の女性の就業形態 図表 3は育児期の女性の就業形態を示している。このグラ
フでも育児期の女性の就業率が上昇傾向にあることが示されているが，正社員よりも非
正社員として就業する女性の方が多いことがわかる。そして，末子の年齢にかかわら
ず，正社員として働く女性の数は一定であるのに対して，非正社員として働く女性は末

図表 3 末子の年齢別の母の就業状況

（出所）厚生労働省「2019年国民生活基礎調査結果の概要」

図表 4 階級別役職者に占める女性の割合の推移

（出所）内閣府「男女共同参画白書令和 2年版」
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子の年齢が上がるにつれて増加している。つまり，正社員として働く女性は育児をしな
がらも正社員として働き続けてきた人たちで，育児が落ち着いた後で仕事を始める場合
には非正社員として働くことになる人が多いということが読み取れる。ただし，正社員
の割合はこの 6年で増加傾向にあり，これは近年の企業による就業継続支援制度等の整
備の成果であると考えられる。
③管理職に占める女性比率 図表 4に示されるように，2019年の管理職に占める女性
比率は係長が 18.9％，課長が 11.4％，部長が 6.9％であり，女性の管理職比率は上昇傾
向にあるものの依然として低い水準であることがわかる。しばしば「遅い昇進」と指摘
されるように，育成人事を基本とする日本企業では，継続就業することが管理職になる
ための重要な要素になっていると考えられる。

以上を整理すると，女性の就業率は上昇しているが，管理職に占める女性比率はなお
低水準である。また，出産・育児で離職した女性の多くが再就職した場合には非正社員
（パートタイム・有期）として就労していることから，正社員として働き続けるには育
児期も離職せずに育児休業等を取得しながら就労し続けることが必要になっているとみ
られる。

2-4．女性活躍の到達点
ここ数年間で女性の就業率は緩やかに上昇してきているが，女性活躍推進にドライブ
をかけるとなると，達成目標としての「到達点」を明らかにする必要がある。
関経連が 2016年に取りまとめた「女性の活躍推進に資する雇用システム検討チーム
報告書」では，育児期の継続就労を促すために「制度充実」と「意識改革」を車の両輪
として女性活躍推進の取り組みを行うべきであると結論づけている。同報告書では，多
様な正社員などの制度導入によって仕事と家庭を両立させる可能性が模索されたもの
の，多くの企業でいまだその体制が整っていない，導入のメリットが見いだせない等の
理由から，到達点を明確にすることなく，まずは「女性管理職の育成」によって女性労
働者全体のボトムアップをはかることを提起した。
2018年に経済産業省の「競争戦略としてのダイバーシティ経営（ダイバーシティ

2.0）の在り方に関する検討会」（座長：北川哲雄 青山学院大学大学院国際マネジメン
ト研究科教授）が取りまとめた報告書は，ダイバーシティ経営を「多様な属性の違いを
活かし，個々の人材の能力を最大限引き出すことにより，付加価値を生み出し続ける企
業をめざして，全社的かつ継続的に進めていく経営上の取組」と定義して，その経営戦
略としての位置づけを明確にしている。そして，多様な属性の人材を受け入れるために
働き方の多様化が求められている。また，内閣府の『女性活躍加速のための重点方針
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2020』が，多様で柔軟な働き方が生産性の向上につながるとしたことは，先に触れたと
おりである。
図表 1に整理したとおり，各企業における女性活躍の目的はこうしたダイバーシティ
経営の基本方針を踏襲したものであり，働き方を多様化させて個々の人材の能力を最大
限に引き出すという取り組み方針が多くの企業で共有されていることがわかる。現状で
は，多くの企業は女性活躍の目的として「多様な人材の活用」を掲げているが，女性活
躍推進の到達点としては「女性管理職の比率が従業員の男女比と同じになること」など
管理職育成に限定した目標をあげることが多い。検討チームでも同様の意見が多く出さ
れた。こうした背景には，企業での評価指標が昇進に限定されていること（専門職であ
っても，管理職にならなければ賃金が大きく上がらないなど）が考えられる。
女性管理職比率の向上が到達点の一つとなることは確かであるが，実際にはすべての
労働者が管理職をめざすわけではなく，専門職をめざす者，家庭生活と両立できる程度
に働きたいと思う者等，企業内にはさまざまな価値観をもつ労働者がいる。これは決し
て女性にかぎったことではない。企業には管理職のみならず，専門職，技能職などさま
ざまな役割をもつ労働者が存在し，各々が自らの役割を全うすることによって事業計画
が達成されている。だからこそ，管理職に就いていない労働者，管理職を目指さない労
働者のモティベーションいかに維持・向上させて事業計画の達成という仕組みの中に組
み込むかが経営上の重要課題となるはずである。さらに，性別に関係なく採用・教育訓
練されて就労してきた労働者について，育児期を迎えた女性の就労が困難になるとすれ
ば，それまでの教育訓練投資の回収を含めて，育成してきた人材をいかに活用するかは
喫緊の経営課題となるはずである。
「人材の活用」という女性活躍の目的との整合性に鑑みれば，「性別にかかわらずさま
ざまな役割を担うすべての労働者が活躍すること」－これが女性活躍の到達点となる。
検討チームにおいても，協議を重ねるなかで到達点についてのこの見解について概ね理
解が得られた。

3．女性活躍推進の日本的課題

3-1．ジェンダーギャップ指数－日本は諸外国から遅れているのか？
つぎに女性活躍の状況を確認しておきたい。各国の男女格差を測る「ジェンダーギャ
ップ指数」によると，2021年の日本の順位は 156か国中 120位と諸外国の後塵を拝し
ている。ジェンダーギャップ指数は経済・教育・保健・政治の 4分野の統計数値をもと
に算出されるが，政治家や経営者・管理職などに占める女性の比率が小さいこと（日本
は，経済 117位，教育 92位，保健 65位，政治 147位であった）が低位となった主な要
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因とみられる。2019年の労働力調査によると，女性従業者の過半数はパートタイム・
有期雇用・派遣等に従事しており，女性の管理職比率は 14.8％と低く，国会議員の女
性比率が衆議院で 9.9％，参議院で 22.6％（内閣府「令和 2年女性の政策・方針決定参
画状況調べ」）にとどまることから，この指摘は妥当なものといえるだろう。
多くの企業で女性活躍推進の取り組みが進められているにもかかわらず，その成果が
数値に結びついていないことがわかる。「日本は諸外国から大きく遅れている」としば
しば批判されるが，なぜ取り組みの努力がすぐに成果として現れないのだろうか。国民
性や社会の成熟度等さまざまな理由が挙げられてきたが，最近では企業の組織形態やマ
ネジメントの違いによって説明されることが多くなってきた。そこで，企業の雇用形態
とマネジメントに焦点を当てて，女性活躍を進める上での日本企業の課題を整理してお
きたい。

3-2．ジョブ型雇用の人事制度
女性活躍推進の取り組みがすぐに結果に結びつかない原因として，日本企業の雇用形
態が大きく影響していると考えられる。雇用形態については，欧米やアジアの諸外国は
「仕事に人を充てる」ジョブ型雇用で，日本は「人に仕事を充てる」メンバーシップ型
雇用だといわれている。ここでは，両者を人事制度の基本方針の点から確認したい。
ジョブ型では，図表 5で示すように一般労働者の場合，職務記述書などで業務内容が
あらかじめ確定され，賃金は職務に対して支払われるので，同じ職務であれば年齢・性
別・勤続年数等に関係なく同じ賃金が支払われる（同一労働同一賃金）。査定によって
どれだけ能力を引き出すことができるかは未知数だから，その不確実性を排除するため

図表 5 ジョブ型雇用における仕事と賃金の取引関係

（出所）筆者作成
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に労働力を標準化させて，画一的な労働力を前提に仕事を組み立てることが科学的人事
管理であるとされる。したがって，職務給では査定は機能しないことになる。職務が特
定されるので，各労働者の担当すべき職務は明確に区分され（決められたこと以外のタ
スクは自分の仕事ではない），職務を変更する場合は改めて契約を結び直すことになる
など，労使双方によって契約関係が強く意識されることになる。
また，職務を担える者を採用することから，基本的に労働者への教育訓練は行われ
ず，管理職にも部下を育成する能力は求められない。製品やサービスの質は決して高い
とはいえないが，それを前提として事業運営が成り立っている。採用時に職務と賃金額
が決められるので，ジョブ型雇用での能力とは，企業が求める結果を出すかどうかより
も，職務経験や資格・学位を取得しているか（一般労働者の場合は「技能労働者」「マ
イスター」等の公的な職業資格，ホワイトカラーの場合は工学，経営，人事，会計等の
学位）が重視されることになる。専門職の仕事と賃金に関する研究はまだ十分ではない
ため正確なことはいえないが，管理職を含む専門職（ホワイトカラー）の採用では資格
や学位が重視され，さらに自ら求人に応募することによって企業内外の異動が実現され
るので，年齢・勤続年数に関係なく管理職・専門職に就くことになる。また，ホワイト
カラーは一般労働者のような職務給ではなく，市場賃金（仕事の外部価値）を基本とし
て契約交渉で諸条件が決まる（11）。この仕組みによってジョブ型組織間の労働力移動が
促進され，流動的な労働市場が形成されていると考えられる。そして，労働力の流動化
を前提として，緩やかな整理解雇規制が整えられている。しかし，管理職・専門職のポ
ストを含めて要員管理は必要最低限度にとどめられ欠員補充による採用方式なので，昇
進の機会はごく少数のホワイトカラーに限られ，職業経験が少ない若年者の高い失業率
への対策が積年の課題となっている（12）。

3-3．メンバーシップ型雇用の人事制度
メンバーシップ型とされる日本企業では，職種や業務を特定せずに労働者が雇い入れ
られるので，企業は広範な人事権を持つことになる。その人事権にもとづいて，配置転
換によって労働者を異動させながら，OJT で長期にわたって育成する仕組みがその特
徴となる。長期的雇用が広まる中で，解雇に合理的理由を求める判例法理が形成され，
さらにそれが立法化されることにより，長期雇用を基本とする環境条件が整えられてき
た。
労務管理の点では，図表 6で示すように，年度ごとに各労働者の能力とそれに応じた
育成方針に基づいた達成目標が上司によって設定され（この目標は事業計画とリンクす
る場合が多い），年度末には目標達成の程度をもとに査定が行われ，その評価結果に応
じて翌年度の賃上げの幅が確定されることになる。これら目標設定と昇給は使用者の発
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令によって実施されることから，仕事と賃金に関して個々の労働者が使用者と契約更改
の交渉をする機会がないため，労使ともに契約関係という意識が希薄化することにな
る。このように経年的な職業能力の向上と賃上げが基本となることから，この組織では
おのずと年功的な性質をもつ賃金制度になる。目標達成をめざして労働者は具体的な業
務の内容と進め方を自律的に考えて行動することになるので（13），スケジュール変更も
生じる。
組織構成の点からみると，管理職に就かなければ賃金等の処遇が引き上げられないこ
とから，課長補佐，課長代理等のさまざまな役職を設ける必要性が生じてくる。日本企
業では，査定制度によって個々の労働者の能力をできる限り引き出すことが人事制度の
基本とされ，それによる忠誠心，現場の対応力を前提として企業全体の仕事が組み立て
られている。また，査定を機能させるために，管理職には部下の能力と育成方針をふま
えた適切な業務配分，仕事を評価して，その評価の適正さを部下に説明する能力が求め
られる。この能力は OJT による教育訓練等の積み重ねによって培われる部分が大きい
ため，日本企業では「遅い昇進」が一般的になる。
この組織で主に OJT によって育成される職業能力は，変化や異常があっても最終的
に目標を達成させるための自律的で実践的な総合的スキル（14）であるといえる。内部労
働市場が発達した組織で育成される企業特殊的熟練が企業定着を高めることから，転職
が困難になると説明されてきたが（15），日本企業で育成される目標達成の能力はむしろ
汎用性が高いということができる。転職がそれほど一般化しないのは，企業特殊的能力
よりも企業内で労働者の役割が個別・特定化されることから，ジョブ型雇用に比べて求
人求職マッチングが複雑になることが主な要因の一つであると考えられる。
メンバーシップ型では，労働者は長期雇用と年功的賃金，教育訓練の機会に恵まれる

図表 6 メンバーシップ型雇用における仕事と賃金の取引関係

（出所）筆者作成
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が，正社員は一律に厳格な業績管理のもとに置かれるため，家庭の事情によっては会社
を辞めざるを得ないことになる。企業は現場の対応力によって製品やサービスの質を保
持することができるが，教育訓練費を含む人件費と雇用責任が大きくなる。

3-4．メンバーシップ型かジョブ型か
メンバーシップ型とジョブ型の人事の概要を説明してきたが，どちらにも好ましい面
とそうでない面があることがわかる。大切なことは，どちらが優れているかを比較する
ことではなく，その違いをよくわかるということである。一般にいわれているよりも両
者の隔たりは大きく，特に人事管理の基本方針は異なる。端的にいえば，ジョブ型雇用
の欧米諸外国で女性活躍の取り組みの成果が即座に現れるのは，企業内で人材育成をせ
ず，主に企業外から職務を担当できる労働者を採用して組織に組み込む人事制度が成立
しているからである。役員や管理職・専門職として採用する女性の比率を上げればよ
い。したがって，女性の役員・管理職比率の引き上げだけが目的であれば，日本企業も
ジョブ型雇用への移行が正解となる。
イノベーションが盛んな昨今，最新の知識や技術・技能を持つ労働者を高い報酬で世
界中から雇い入れて，組織に組み込むことができるジョブ型雇用が評価されている。た
しかに，世界経済や市場をけん引するグローバル企業は，その道を選択することになる
かもしれないが，すべての日本企業がその道を選択することになるとは思えない。ジョ
ブ型雇用への移行には，人材育成と査定の放棄など人事制度の大転換と，それを前提と
した経営方針の見直しが必須となる。また，欠員補充方式による採用のため，ごく少数
の管理職・専門職と圧倒的多数の一般労働者という組織構成が形成され，失業問題，と
くに若年者の高失業率という問題は先に触れたとおりである。さらに，解雇法制の見直
しに時間と労力を要することはいうまでもない。
このようにみていくと，「欧米諸国に遅れている」という意見は，雇用分野について
は日本と欧米諸国との人事制度の違いが考慮されていない指摘であることが分かる。日
本企業は諸外国のモノマネではなく，独自の取り組み課題を見つけなければならない。
それは就業継続支援制度やキャリア形成支援制度の整備もさることながら，それらの制
度をうまく運用させるための取り組みである。
ジョブ型雇用の欧米諸外国では査定や人材育成は考慮されないことから，休業の取得
や時短勤務で減った要員数・工数を補えばよいので，制度運用にそれほどの苦労も工夫
も要しない。しかし，日本企業は査定と人材育成によってあらゆる労働者の能力を最大
限に引き出すことを人事制度の基本としている。単純に考えれば，育休や時短勤務制度
の利用は人材育成の停滞や業務遂行の障害につながってしまう。したがって，制度を整
えるだけでは労働者が利用し難かったり，企業が求めるような成果に結びつかないこと
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にもなる。そうならないための運用上の工夫が必要になる。これが，女性活躍推進の日
本的課題である。

4．D&I ガイドライン

4-1．女性活躍推進の進捗状況
では，どのように制度運用を見直せばよいのか。2021年 5月に発表された関経連「D

&I ガイドライン」に沿って，両立支援等の制度を運用する上での工夫（職場環境の整
備）を拾ってみたい。まずは，本ガイドラインの概要について簡単に触れておこう。
D&I ガイドラインは，2018年に連合大阪と共同で実施された「企業の女性活躍推進
の取り組みと女性のキャリア形成に関する実態調査」の結果をもとに，検討チームでの
活発な議論を経て取りまとめられた。この実態調査では，人事担当者と女性社員に加え
て管理職が調査対象に含められており，これら三者の意識の違いを確認することができ
る点が特徴である。そして，この意識の違いが制度の運用を考える上で有益な示唆を与
えているが，この点については後述する（4-4.）。
実態調査で「女性活躍が進んでいる」と回答した企業にその理由を尋ねたところ，

「両立支援制度」，「性別に関係なく部下を育成する仕組み」という回答が多数あった。
これは，多くの会社で進められている両立支援やキャリア形成支援の制度整備が女性活
躍に寄与していることを裏付ける回答だと考えられる。反対に，「女性活躍が進んでい
ない」と回答した企業にその理由を尋ねたところ，「女性になじまない業種特性や業界
慣習がある」「女性のロールモデルがいない」という回答が人事担当者，管理職，女性
社員のいずれにおいても上位を占めた（図表 7）。製造業からの回答が多かったので，
製造業にはどんな業界特性や慣習があるのかを探るために，検討チームで意見交換し，
さらに複数企業に対してヒアリング調査が実施された。
その結果，研究開発では，そもそも理系出身の女性が少ないため「採用人数じたいが

図表 7 女性活躍が進んでいない要因

企業人事部門 管理職 女性社員

1位 女性のロールモデルがいない 女性になじまない業界特性や
慣習 女性のロールモデルがいない

2位 女性になじまない業界特性や
慣習 女性のロールモデルがいない 女性になじまない業界特性や

慣習

3位 管理職の理解不足 能力・意欲のある女性社員の
不足

管理職の理解不足
性性に関係なく部下を育成す
る仕組み

（出所）2018年度大阪労使会議共同事業「女性活躍推進アンケート」報告書をもとに筆者作成。
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少ない」という意見を，生産管理では，「設備が男性の体型を基準に設計されている」，
「『製造業＝男性の仕事』」という固定観念がある」（かつての女子保護規定の影響もある
と考えられる）という意見を聞き取ることができた。そして営業では，出身学部等に関
係なく配属されるわりに「女性の配属は少ない」や「女性の離職率が高い」という意見
が多く聞かれた。また，顧客からの呼び出しや接待などの慣習があること，時間制約が
あるならバックヤードに回るべきという社内の意識があることなど，他の職種に比べて
自社だけの取り組みでは限界のある要素を含む複合的な要因が挙げられた点が特徴的で
ある。
開発・生産・営業は相互に連携して仕事が進められるのに対して，コーポレート部門
は比較的他部署とのすり合わせが少ないことから，育児中や時短勤務でも比較的両立し
やすいようだが，やや飽和状態になっている傾向が見られる。
ヒアリンヒアリング調査によって，製造業の中でも女性活躍の進捗状況は企業ごとに
異なり，それぞれの企業が課題を抱えていることがわかった。また，実態調査の結果全
体を眺めても，女性活躍の進捗や職場の事情・状況は業種に関係なく各社各様なので，
一律の方針や取り組み課題を示すことよりも，各社が置かれている状況の中で，自社の
課題を適切に分析して，女性活躍推進の取り組みを着実に進める方法を示すことが大切
だということが分かってきた。

4-2．D&I ガイドラインの目的
そこで，検討チームでは，①企業と社員の双方にとって利用しやすい「事例集」を作
成すると同時に，②自社の「女性活躍が進まない要因（女性の活用を制約する要因）」
を分析して，適切な取り組み課題を明らかにする方法を示すことが必要だという結論に
至った。また，要因分析の方法は抽象的な説明ではわかりにくいので，ケース・スタデ
ィ形式で具体的に示した方がよいだろうということになり，D&I ガイドラインでは，
「営業」で女性活躍が進まない要因を分析して取り組み課題を明らかにして，そこから
事例集の活用へつなげている。
したがって，同ガイドラインが「営業」を取り上げた意図は，営業の職域拡大そのも
のもさることながら，あらゆる企業がそれぞれの状況で，女性社員の活躍領域を拡大す
るための課題を明らかにする方法をケース・スタディとして示すことにある。

4-3．営業部門の要因分析
次に要因分析の方法を具体的に見ていきたい。「女性は営業に馴染まない」といわれ
る理由について検討チームで意見交換を行い，さらに人事担当者と営業担当者にヒアリ
ング調査を実施したところ，さまざまな意見が出された（図表 8）。それらの意見を整
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理すると，「営業慣行・顧客対応」，「社内の意識」，「時間外労働」，「ロ－ルモデルがい
ない」という 4つの要素に分類することができる（図表 9）。
これらの要素の相互関係については，次のようなストーリーを立てることができるだ
ろう。まず，営業部門では，取引先からの要請にいつでも対応しなければならないこと
や，会食・接待などで数字を稼ぐことが慣行として一般化しているとみられるが，こう

した働き方は少なからず時間外労働を伴う。する
と，ライフステージによって時間外労働ができない
女性（時短および定時退社勤務など）は，「時間に
制約のある働き方」の社員だと捉えられることにな
る。そういった営業慣行や顧客対応が営業部門での
標準的な働き方であると仮定した場合，「時間に制
約があるならバックヤードに回るべき」や「女性の
配属を嫌がる」という社内意識が生まれることにな
り，顧客から「男性の営業が指名」されることによ
って「営業＝男性」という社内意識が固定化される
ことにもつながる。こうした状況で，産休・育休を
経て活躍する女性ロールモデルが現れるのは難しい
だろうことは容易に想像できる。
このように考えると，「女性は営業に適さない」

図表 9 女性活躍を制約する要因分析

（出所）D&I ガイドライン

図表 8 営業部門における女性活躍の状況

（出所）D&I ガイドライン
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のではなく，主に育児期を迎えた女性は，現在の営業部門で当たり前と考えられている
働き方に適合しないだけであり，能力や女性という属性の問題ではないことがわかる。
したがって，時間に制約のある働き方の中で，どのような営業スタイルを開拓できるか
が重要な取り組み課題ということになる。これは，決して従前の営業慣行や顧客対応を
否定するものではなく，顧客対応の形態を広げるという意味で，営業スタイルの多様化
の取り組みになりうる。

4-4．キーパーソンとしての中間管理職
ここでキーパーソンとなるのが中間管理職である。両立支援・キャリア形成支援制度
が女性活躍推進に寄与していることは先に触れたとおりだが，実際にその制度を運用し
て人材の育成と活用の役割を最前線で担うのは中間管理職だからである。その中間管理
職について興味深い調査結果が出ている。実態調査で「女性活躍が進まない」理由とし
て 3番目に多かった回答は，管理職では「能力・意欲のある女性社員の不足」，人事部
門と女性社員では「管理職層の理解不足」となっているという点だ（図表 7）。また，
図表 10で示されるように「働く時間や場所に制約があってもハンディとならないよう
に評価する」，「キャリア形成について，自身や組織としての期待を伝え，本人の考え方
との共有を図る」ことの実践について，管理職と女性社員との意識のズレが大きいこと
がわかる。これらの調査結果から浮かび上がる一般的な課題は「管理職の意識改革」で
あろうが，ここでは少し視点を変えて考えてみたい。
思うに，この意識の違いには業績管理が大きく影響している。正社員は所定労働時間
の枠にこだわらず目標を達成させることを前提として仕事に従事しているが，時短勤務
や定時退社という働き方は，こうした正社員として当たり前の働き方からは外れること
になる。現状の業績管理の仕組みの中で，さしたる増員もなく，時間制約のある働き方
の労働者を抱えて課としての目標を達成させるとなれば，管理職にはかなりの負担がか
かってくる。当然のことながら，管理職はあくまでも目標達成を第一とした上で可能な
範囲で女性社員に業務を配分し，仕事ぶりを評価することになる。他方，女性社員とし
ては両立支援制度が整備されているものの，自分達に与えられた仕事の機会は十分とい
えず，適切に評価されていないという意識が生じる。どちらにとっても好ましいことで
はない。
管理職が育児期等の女性社員への業務量を軽減させることはしばしば「やさしさ」や

「配慮」と表現されるが，実はリスク回避（目標未達成や職場の人間関係の悪化などの
回避）の意味がかなり大きい。したがって，女性活躍の継続的かつ安定的な推進には，
要員増や管理職の評価要素の多様化などの配慮が不可欠となる。そして，これがトップ
コミットメントの本質である。
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4-5．D&I ガイドラインの意義
以上，紹介した D&I ガイドラインには 2つの実務的な意義がある。1つは，女性活
躍推進の取り組みを「管理職の育成」に限定せず，「女性社員の職域拡大」という視点
を示して，その具体的な取り組み事例を示したことである。これは女性活躍の目的を
「人材の活用」としながらも実施施策としては「管理職の育成」に偏りがちな現状に対
して，管理職以外の人材活用の可能性を具体例で示すものである。
2つは，女性の活躍を制約する要因を分析して，その制約要因を克服するための取り
組み方法を示したことである。「女性は営業に馴染まない」という視点から「育児等で
時間制約があるためこれまでの営業の仕方に馴染まない」という視点への転換は，人事
制度見直しの足掛かりとなるだろう。これは，女性にかぎらず外国人，高齢者，障がい
者など多様な属性の労働者を企業が受け入れる際の人事制度整備に大きく寄与するもの
である。この点が「D&I ガイドライン」と命名された所以である。
以上，この 2つの意義から，D&I ガイドラインは女性活躍の理念を人事制度として
実現させるための道筋を示すものであるといえる。

5．D&I の中長期展望

5-1．平坦ではない D&I 実現への道筋
D&I の意義や重要性がうたわれる一方で，その実現に向けた道のりが平坦でないこ
とは想像に難くない。採用の門戸を広げれば多彩な人材が集まり，事業計画の達成に向
けて多様な貢献がなされるという単純なストーリーでないことをだれもがわかっている
からである。これまで正社員の枠にはまらなかった多様な能力，価値観，バックグラウ
ンドをもつ労働者は，働き方もまたその枠に収まらないことが多い。つまり，正社員の

図表 10「実践している」と考える管理職と「実践されている」と考える女性社員の比較

（出所）D&I ガイドライン
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働き方を当たり前とした場合，これら多彩な人材はおそらく何らかの就業上の制約を伴
うことになる。社員の多様性（ダイバーシティ）を受け入れて，その力を組織の成長や
変化につなげる仕組みづくりこそがインクルージョン（包摂）の実体である。そこで，
まず中長期的展望を描く糸口を探るために，事業運営の基盤となる正社員の当たり前の
働き方について確認しておきたい。

5-2．労働契約からみた正社員の働き方
正社員は「いつでも，どこでも，何でもやる」といわれるが（16），実務的にみてもそ
ういった働き方があてはまるのだろうか。そこでまず，労働契約が予定している働き方
を確認しておきたい（17）。
労働者は労働契約によって労働義務を負っているが，その性格としてつぎの 3つが重
要となる（18）。1つは，不特定債務という性質である。業務内容を事前に特定せずに，労
働者が自らの労働力の処分を使用者にゆだねることで，使用者は指揮命令権を持つこと
になり，労働者は使用者の指揮命令に従って働くことになる。職種や勤務地を特定せず
に採用されることが多い日本では，企業は配置等についても広範な人事権を持つことに
なる。36協定による時間外労働の限度時間は月 45時間，年 360時間（特別条項でも年
間 720時間）以下と法定されているので，「いつでも」については条件付きになるが
（とはいえ，時間外労働を含めて週 48時間規制のある EU 諸国に比べるとなお緩やかで
あるが），「どこでも，何でもやる」は契約的にみてあてはまる。
2つは，労働それ自体を目的とする債務という性質である。労働契約は，請負のよう
に仕事の完成を目的とする契約ではないので，使用者の指示（労働の内容，遂行方法，
場所など）に従って所定時間労働力を提供すれば労働義務は履行されたことになる。し
たがって，使用者が指揮命令によって達成目標を課すことはできても，その目標を達成
させること自体は労働義務にならない。
3つは，なす債務という性質である。労働力は各人が判断・行動する（なす）ことに
よってはじめて提供されるものなので個人差が生じうる。裁判例において，即戦力を期
待して中途採用された労働者が，その期待に応えられないことを理由とした解雇は認め
られる傾向があるものの（19），育成人事が基本とされる日本企業では，新卒採用した者
について能力や適格性の欠如等を理由とした解雇は無効と判断される傾向が強い（20）。
つまり，採用後は服務規律を遵守し（遅刻・無断欠勤，命令違反等をしないで），誠実
義務に反しないかぎり，提供された労働力の質に違いがあっても使用者は甘受しなけれ
ばならないことになる。
以上，労働契約の性質からみると，「正社員は（いつでも，）どこでも，何でもやる」
けれど，①労働力の質にある程度個人差が生じるのはやむを得ないことであり，②目標
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達成に向けて働くことは義務となるが，目標達成の義務を負うことはない，ということ
になる。

5-3．サンクションによる規範形成
企業にとっては労働契約の限界といえる上記①と②の点について，実務的にどのよう
に取り組んできたかを次に確認しておきたい。
①について，欧米諸外国の企業が標準化（没個性）を追求したのに対して，日本企業
は個人差を肯定した上で査定制度によって労働者間の競争を促し，個々の労働者の職業
能力の育成（個別化）に力を注いできた。
②については，インセンティブ（昇給・昇進）によって目標達成が促されていると説
明されてきた。しかし，ある程度の年齢になれば昇給の頭打ちがある等，インセンティ
ブに限界があることは周知のとおりである。また，もし仮に目標達成を促すものがイン
センティブだけであるすれば，労働者自身は賃金よりも健康を優先して自主的に労働時
間を抑えるようになると考えられるので，長時間労働がこれほど大きな社会問題になる
こともない。やはり，職場にはインセンティブのほかに目標達成を促す何

�

ら
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か
�

の
�

力
�

が作
用していると考えられる。この点について注目すべき研究がサンクションに関するもの
である（21）。
サンクションには，リワード（褒める）とパニッシュメント（叱る）の 2つの効果が
あり，これら 2つの効果によって組織内に一定の規範が形成されるという研究であ
る（22）。社会において，サンクションの目的とそれに対する第三者の批判や協力の反復
過程を経て「公正」基準（規範）が形成される。継続的に労働力が取引される企業で
は，使用者によるサンクションを拒否する労働者は組織を離職して，それ以外の労働者
は組織内に留まることになる。その結果，企業内にはサンクションの正当性とそれにも
とづく労使間および労働者間の信頼関係が形成され，サンクションの目的が一定の規範
を形成することになる。

5-4．「目標必達」の組織規範
こうした組織規範の形成は万国に共通してあてはまるものといえるが，その内容は労
働をめぐる環境によって異なると考えられる。
ジョブ型雇用が中心の諸外国では，採用時に職務と賃金が決まっているため査定は機
能せず，また会社の方針に不満があれば労働者はいつでも転職できる環境にあるので
（自己決定性），そこには「契約遵守（主に職務や所定時間厳守）」，「労働者間の平等」
という規範が形成されると考えられる。後者については，一般労働者には同一労働同一
賃金，エンジニアやマネジメント等の専門職・管理職には資格に見合った職務と賃金と
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いう公平性が成立している。
これに対して，職種や業務内容を特定しない日本的な契約方法（メンバーシップ型雇
用）は，それらを特定する方法（ジョブ型雇用）から大きく分岐することになる。図表
11で整理したように，採用時に職務やタスクが特定されないことによって，企業は
「広範な人事権」のほかに「労働者ごとの個別の目標設定」と「スケジュールの随時見
直し」が可能になる。業務遂行過程で変化や異常が生じても，労働者自身がスケジュー
ルを見直して仕事のやり繰りをすることで，目標達成を優先させる働き方が労働者に求
められている。ここでは，所定時間ではなく目標達成を第一とする管理制度が整備され
ている。また，労働者ごとに個別の目標が設定されるので，労働者が担う役割は個別化
することから，求人求職マッチングが単純ではなく転職が容易ではなくなるので，労働
者の組織への定着性が高まる。さらに，目標達成第一の管理制度の下で，上司によって
仕事ぶりが評価されることから，「目標達成を第一とする業績評価制度」がインセンテ
ィブとサンクションを介して規範的な性質を帯びることになる。
これは，時間外労働の上限が緩やかに規制されていたことも大きく影響していると思
われるが，図表 12で示すように，日本企業では諸外国のような「契約遵守」や「労働
者間の平等」という組織規範ではなく，「目標必達」という組織規範が形成されている
と考えられる。この組織規範が，労働義務を超えて労働者に目標達成－「やり遂げる」－
を促す力として作用している。したがって，正社員には「いつでも，どこでも，何で
も」に加えて「やり遂げる」ことが求められており，この働き方に適応できない場合に
は「制約のある働き方」と捉えられることになる。
多くの企業で，育児休業や短時間・定時勤務，ジョブリターン制度などの継続就労支
援制度が整備されているが，それらの働き方はあくまでも一時的例外であって，通
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�

図表 11 組織規範の形成と要因（日本）

（出所）筆者作成

雇用におけるダイバーシティ＆インクルージョンの意義 １０１



正
�

社
�

員
�

の
�

働
�

き
�

方
�

へ
�

の
�

早
�

期
�

復
�

帰
�

が常に課題とされる。このことから，正社員は「いつで
も，どこでも，何でも，やり遂げる」のが当たり前であり，こうした働き方ができなけ
れば正社員として働き続けることは困難だということがわかる。

5-5．多様性を受け入れる人事制の構築
企業が，D&I によって多彩な能力や価値観，バックグラウンドを持つ労働者を受け
入れようとする場合，これらの労働者は正社員の当たり前の働き方に収まらない可能性
が多分にある。D&I ガイドラインが明らかにしたように，正社員の働き方である「い
つでも，どこでも，何でも，やり遂げる」を基準とすれば，性別に関わらず短時間・定
時退社勤務の労働者は「時間制約のある労働者」というネガティブな捉えられ方をされ
ることになる。外国人の中には日本的な働き方に順応する者もいるが，多くは約定の職
務，場所，時間の範囲内で働くことになるので，一般労働者の場合，「やり遂げる」と
いう働き方にはなじまないと考えられる。また，ジョブ型雇用における専門職や管理職
は縦割りの業務配分で独立性が高いため，他部署との調整等を行わない働き方が志向さ
れ，「遅い昇進」を嫌う傾向も顕著にみられる。このほか，障がい者は，障がいの内容
や程度に応じて担当できる職務やタスクに制約が生じることになる。
つまり，D&I の実現には，その前提である正
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が不可欠と
なる。これは，正社員の働き方を一律に見直すということではなくて，正社員が一律の
働き方をしていることを見直すということである。
たとえば，①いつでも，どこでも，何でも，やり遂げる正社員（従来型正社員），②
どこでも，何でも，やり遂げる（時間限定正社員），③いつでも，何でも，やり遂げる
（地域限定正社員），④いつでも，どこでも，やり遂げる（職務限定正社員），⑤所定の
業務・時間働く（非正社員）など，正社員の中にいくつかの社員区分を設けることが考

図表 12 労働契約と組織規範の関係

（出所）筆者作成
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えられる。これは一つの例であり，当然に，見直しの程度や方法は企業ごとの判断にな
る。だからこそ，D&I の実現には建前的な理念論ではなく企業戦略としての明確な目
的を持つことが必要となる。以上のことから，正社員一律の働き方を前提とした事業運
営のあり方をいかに崩すか，これが D&I の実現に向けた中長期的な実務課題となるだ
ろう。

6．D&I の意義

雇用における D&I の意義としてはつぎの 2つが挙げられる。1つは，「多様な人材の
活用」という経営戦略に合致しながらも労使双方にとって明確な目的となるスローガン
を打ち出したことである。これは動機づけに関する意義といえる。「働き方改革」や
「女性活躍」などのスローガンによって就業形態の多様化が婉曲的に提唱されてきたが，
これらのスローガンは理念的な面が強く押し出されていたため，企業が何のために「働
き方改革」や「女性活躍」に取り組むのかという経営面での目的が必ずしも明確にはさ
れてこなかった。したがって，企業自身がそれらの目的を模索しなければならないこと
になり，それが明確に設定できなければ経営活動に基づいた強い動機づけを見いだせず
に取り組みが進まないことになる。D&I は，労働者にとっては「働き方の選択」，企業
にとっては「多様な能力をもつ人材の活用」「ライフステージの変化に合わせた人材活
用」などの目的を明確に示すことから，労使双方の取り組みに推進力を与えうるスロー
ガンといえる。
2つは，女性活躍推進を含む「働き方改革」の目的及びその意義－正社員の働き方の
多様化－を鮮明にしたということである。これは「働き方改革」の目的の明確化に関す
る意義といえる。長時間労働，女性活躍の停滞，就業形態の違いによる処遇格差などの
問題は，「正社員」の働き方が一律であることに起因しているので，これらの問題解決
には正社員の働き方を多様化する必要がある。これが「働き方改革」の目的と意義だと
筆者は理解している。D&I は，正社員を含めた働き方の多様化そのものである。しか
し，「働き方改革」の重要性にも関わらず，状況はなかなか進展していない。
長時間労働には，36協定の限度時間の法定化や勤務間インターバル制など，外形的
制約が強化されている。ジョブ型雇用では基本的に契約どおりに仕事が行われるので，
時間枠を法定化すれば，それが契約に反映されて法令がおのずと遵守されることにな
る。一方，日本では「やり遂げる」という目標必達の組織規範が及ぶため，法令を遵守
するには組織や経営体制の見直しが不可欠となるが，その最も困難な課題への道筋を示
す行為準則（code of Practice）のようなものつくられていない。
また，正社員とパートタイム労働者・契約社員等の働き方の違いは，仕事をやり遂げ
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なければならないか否かであり，就業形態の違いによる処遇格差問題の核心は，一部の
パートタイム労働者や契約社員に，正社員と同様に「やり遂げる」ことを企業が求めた
ことにあるといえる。しかし，契約論だけでいくら考えても「やり遂げる」という要素
は出てこない。そこで，職務内容や転勤・昇進等の範囲を比べるという手法が用いられ
ている。メンバーシップ型雇用でジョブを比べてもうまくいくはずもなく，均衡や日本
型同一労働同一賃金という概念を持ち出すことで両者の峻別をかえって混乱させてしま
っている。
このように「働き方改革」は，その実施手段について違和感は否めないものの，正社
員の働き方が一律であることが長時間労働や就業形態の違いによる処遇格差等の労働問
題につながっているという問題認識は正鵠を射ている。結局のところ，「働き方改革」
に関する諸問題は，労働契約の不完備性（職務や勤務地，労働時間（時間外労働を含
む）を明確に決めないこと）によって「目標必達」という組織規範が醸成されることに
よって生じている。したがって，D&I の内実は，正社員の働き方を実質的に規律する
私的秩序（組織規範）をどのように抑制するか－労働契約の不完備性をどのように規制
するか－という取り組みにほかならない。これは，まさに労使交渉によって解決が図ら
れるべきテーマであり，D&I の労使関係的な意義である。

注
⑴ 男性 55歳，女性 30歳とする女性若年定年制を「公の秩序」の違反として無効とした例（東急機関工
業事件・東京地判昭 44・7・1労民 20巻 4号 715頁），男性 60歳，女性 55歳の定年制が公序に反して
無効であるとした例（日産自動車事件・最 3小判昭和 56年 3月 24日民集 35巻 2号 300頁）など。

⑵ 改正により女性全般を保護する規定のほとんどは廃止され，現行規則は妊産婦の保護を主目的に女性
の妊娠，出産，哺育等に有害である業務を規制する趣旨の内容となっている。

⑶ ESG 投資やなでしこ銘柄に見られるように，女性活躍推進の取り組みが投資する上での一つの主要な
判断要素となっている。株主は企業価値の最大化を図ために女性活躍への取り組みに関心を持ってい
るとみられるが，本稿では実質的な取り組み主体となる労使に焦点を当てたい。

⑷ 本稿で筆者が用いる「働き方」とは「業務遂行の態様」という意味であり，労働力調査における「正
規の職員・従業員」，「パート」，「アルバイト」，「労働者派遣事業所の派遣社員」，「契約社員・嘱託」
などのいわゆる「就業形態」とは異なる意味で用いている。

⑸ 経済産業省は「新・ダイバーシティ経営企業 100選」と銘打って，女性を含め多様な人材の能力を活
かして，イノベーションの創出，生産性の向上等の成果をあげている企業を表彰している（2020年度
をもって同事業は終了）。

⑹ 平成 29年版男女共同参画白書（内閣府）では，「日本の持続的発展のために，企業の収益性・生産性
を高めなければならないが，そのためにも，女性の活躍推進を早急に推し進め，女性の力を最大限に
発揮していくことが喫緊の課題である」，「女性の活躍推進に積極的に取り組む企業が，求職者や投資
家から評価を受け，有能な人材や多くの資金を集めやすくなるといった，情報開示によりマーケット
メカニズムが作用し，企業の収益性・生産性の向上につながるという流れが多くの企業に広がり，社
会全体として女性の活躍が自律的に加速・拡大していくことが期待される」として，女性活躍と収益
性・生産性の関係性を強く押し出している。しかし，その後，女性活躍をダイバーシティの一つとし
て，ダイバーシティと収益性・生産性との関係性という表記に変更している。
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⑺ 山本（2014）。
⑻ 脇坂（2018）185-212頁。
⑼ 児玉（2004）38-41頁。他に同（2016）日本経済新聞「やさしい経済学－女性の活躍と経済効果」（8
月 26日朝刊）。

⑽ 夫婦間における育児や家事の負担については性別役割分業で説明がされることが多い。これに加えて，
家計収入の最大化という合理的判断があると思われる。男女間の賃金額差はなお存在していることか
ら，育児や家事の負担が大きくなった場合に，夫が主に仕事を，妻が主に家事・育児を分担すること
で家計収入を最大化しようという意識が働いているとも考えられる。

⑾ 八代（2018）「イギリスの労働市場」日本労働研究雑誌 No.693, 20～28頁を参照。
⑿ 近年の文献として ILO（2020）がある。
⒀ 石田（2003）は，「仕事の構造は目標から演繹される業務の構造をなして」いる（107頁）とする。
⒁ 藤本（2012）によれば，スキルを運動技術に見立て，訓練によって伸ばすことができる見解と，スキ
ルを課題遂行能力と定義する見解があることから，スキルには大きく分けて技術と能力という二つの
捉え方があるとする。

⒂ Becker. G.（1964）．邦訳として佐野陽子訳（1976）。
⒃ 大内（2014）20頁。
⒄ 詳細については寺井（2020）を参照。
⒅ 土田（2016）101-102頁。
⒆ マーケティング部部長として雇用された者が，マーケティング・プランの策定など期待された業務を
まったく行わなかったことを理由とした解雇が有効とされた例（持田製薬事件－東京地判昭 62・8・2
労経速 1303号 3頁），システムエンジニアとして雇用されたが，技術・能力が伴わず，教育訓練を実
施しても意欲不足で身につかなかった者の解雇が有効とされた例（日本エマソン事件－東京地判平
11・12・15労経速 1759号 3頁），6か月間の経過観察で会社が不適当と評価した場合は普通解雇する
ことに合意した上で与信審査部の課長代理についた者が，評価基準に達せず，さらに 2か月ずつ 2回
の経過期間を設けて勤務態度の改善を求めたが，変化がなかったことを理由とする解雇が有効とされ
た例（メルセデス・ベンツ・ファイナンス事件－東京高判平 26・12・9労経速 2236号 20頁）など。

⒇ 大学院修了後に採用された者が，年 3回実施される人事考課において相対評価で全体の下位 10パーセ
ントに位置づけられことから「労働能率が劣り，向上の見込みがない」としてなされた解雇が無効と
された例（セガ・エンタープライゼス事件－東京地決平 11・10・15労判 770号 34頁）など。

21 石田（2003）は，労使関係論の視点から「仕事を通じてのサンクションが人の行動を規制する」（88
頁）としている。

22 渡部・森本（2008）43-65頁。
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Human resource utilization becomes the company’s primary purpose of promotion of women’s
labour force participation, since Japanese companies train their workers by on-the-job training.
The goal of the promotion is for all workers regardless of gender or occupation to discharge
their duties. By shifting to job-based employment, companies may quickly increase the ratio of
female executives, managers and professionals, but in exchange, companies would be going to
abandon the on-the-job training of their workers and the assessment system. In Japan, labor con-
tracts do not limit types or places of jobs (ambiguity of the labour contract). Accordingly, it can
be said that all regular employees are required to “do anything, anytime, anywhere.” In reality, it
is also required to “accomplish the task” by company’s organizational norms. The requirement
for all regular employees to “accomplish the task” creates a barrier to the measures such as pro-
motion of women’s labour participation and mitigation of long working hours.
Diversity and Inclusion (D & I) is the measures to recruit workers with diverse abilities and

values although they have some restrictions on working hours and duties. Therefore, the signifi-
cance of D & I is to promote diverse working patterns. However, in order to realize the meas-
ures, it is essential to review the current business structure, which requires, as described above,
all workers to “accomplishing anything, anytime, anywhere.” Considering collective bargaining,
it will be of significance for D & I to clarify the ambiguity of labour contracts by suppressing
the organizational norm, which substantially regulates working patterns of regular workers, al-
though it seems to be a medium and long term practical issue to tackle.

Key words : measures to support women’s success in the workplace, private order, D & I
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